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背景

世界に先駆けて高精度な測位環境を実現し、外国人・高齢者・障害者をはじめ誰もがストレスを感じること
なくオリンピック・パラリンピックを楽しむためのきめ細かなおもてなしサービスに活用

東京オリンピック・パラリンピックの成功に向けて 技術の進歩

～東京を、日本を訪れる方に世界最先端、最高級のおもてなしを～

【屋外測位】
• 2018年に準天頂衛星が４機

体制となり、高精度な測位
が可能になる

【屋内測位】

• 様々な手法により屋内測位
技術の開発が進められてお
り、共通基盤化の検討が進
められている

【電子地図】

• 地図作成技術の高度化等
により、高精度な電子地図
の作成が容易に

• 屋内3次元地図標準仕様
の検討が進められている

Ο東京オリンピック・パラリンピックが開催される2020年
には、準天頂衛星4機体制、屋内測位技術の進歩等
により、「高精度測位社会」の実現が見込まれる

準天頂衛星

写真＋レーザー測量MMS

Ο 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を
円滑に開催するとともに、その開催効果を日本全体に
広げるためにはソフト面でのきめ細かな対応が必須

【移動】

• オリンピック会場の配置は当初計画
よりも分散化。個々の会場への円滑
な移動が課題

• 東京の交通ネットワークは世界でも
例を見ないほど高密度であり、駅構
内も複雑
例）渋谷駅は鉄道4社が乗り入れ、地上・

地下を含めて8層の複雑な構造

【観光】

• ハード整備のみで世界各国の言語に
対応し、きめ細かな案内をすることは
困難

渋谷駅構内図（出典：東京メトロＨＰ）

東日本大震災時の新宿駅（出典：新宿区）

【安全・安心】

• 外国人をはじめとした東京に不慣れな
人々が円滑に避難できる環境の整備
が必要

出典：ＪＡＸＡホームページ

出典：三菱電機（株） 出典：（株）U’s Factory

出典：国土地理院資料
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サービス実現にあたっての課題

高精度な測位環境を活用した様々なサービスが実現できる環境づくりに向けて、実証実験等
を通じ、屋内の電子地図や測位環境等の空間情報インフラの整備を推進し、民間サービスの
創出を促進する。

高精度測位社会プロジェクト

いかにこれらを
構築するか

①屋内で人（スマートフォン等）の位置を測位する環境がない。

②測位結果を表示する屋内の電子地図がない。

③測位環境や電子地図を継続的にメンテナンスしていく仕組みが必要。
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Ο屋外については国土地理院による基盤地図情報をもとに
電子地図が作成され、一般に利用されている。

Ο屋内については地下街等の管理者が作成しているフロア
マップや構内図があるが、空間の全体像が分かる共通の
電子地図がない。

フロアマップ

Ο屋外ではＧＰＳによる位置情報の測位システムを利用した様々なサービス
が提供されている。2018年度から準天頂衛星が4機体制となることにより、
さらに高精度な測位が安定的に可能となることが期待されている。

Ο屋内はGPSが発信する信号が届かないため、GPSでは測位できない。
屋内で位置を測位する多種多様な技術・手法の開発が進められている。

？ ？
？ ？



高精度測位社会プロジェクトで目指すサービス①ナビゲーション

【現在】 【目指すサービス例】

車いす、ベビーカー、視覚障害者等が、
円滑に移動できる経路の案内

個人の嗜好等に合わせ
て飲食店などを案内

改札を出たが行き方が分からず、案内標識前
でスマホ等を見ながら滞留

地下の駅改札から出て地上の目的バス停まで地上・
地下シームレス・ピンポイントにナビゲーション

地下 地上

外国人や空港・ターミナル駅等に不慣れな方が、円滑に移動や乗り継ぎを行うことができる
とともに、屋外目的地へシームレスに移動できるようになる。

例えば、東京時オリンピック開催に、空港～ターミナル駅～宿泊場所～オリンピック会場～周遊先という来日から
離日までの一体的な多言語・観光案内ナビゲーションサービス提供の基盤となる

アプリ

観光地等 競技会場 宿泊地

نها مؤسسة 
ميةميةتعليمية

屋内外目的地へシームレスに移動
出発時/空港到着時に
多言語・観光案内一体
ナビアプリのインストール

屋内外問わず、
自分の位置、目的
地までの経路が
詳細にわかる

空港 主要駅

多言語で場所に
応じた観光案内

競技会場の自分の
座席まで案内

個人の属性に応じたサービス提供

4



高精度測位社会プロジェクトで目指すサービス②防災・減災

地上にいても、地下にいても、災害発生時に適切な情報を受け取ることができるとともに、
自分の位置に応じた適切な避難場所に避難できるようになる。

例えば、東京オリンピック開催時に、首都直下地震が発生した際、近隣の帰宅困難者受入可能な施設への避難
誘導情報提供の基盤となる

屋内外どこにいても現在地に応じた帰宅困難者一時受入施設の場所、満空状況、
経路等の情報を提供し、混雑状況を踏まえた適切な誘導をおこなう。

【現在】 【目指すサービス例】

災害発生時に適切な情報が受け取ることができず、
人が集中し駅等では大混雑

（写真） 警視庁HP
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現在地
東京駅○階
○○フロア

③△△帰宅困難者
一時受入施設
現在地より
○○m

空②××帰宅困難者
一時受入施設
現在地より
○○m 満

①○○帰宅困難者
一時受入施設
現在地より
○○m 混

発災箇所と通行可能箇所から避難を誘導
災害時に取り残された人の位置を把握し、救助活動を支援

□□で火災発生
○○出口 通行可

××出口 通行不可



H27年度取り組みとH28年度に目指す主なアウトプット等

【目的】
空間情報インフラの整備・活用や、継続的に維持・更新する
体制（モデル）の検討を行い、民間事業者による多様なサービ
スが生まれやすい環境づくりを推進する。

【実施・検討内容（案）】
①空間情報インフラの整備・活用に関する検討
②空間情報インフラを継続的に維持・更新する体制の検討
③将来的に実現を目指す新たなサービスの検討

【目指す主なアウトプット（案）】
①空港や競技会場等における空間情報インフラの整備・活用

• 関係機関協力のもと、シームレスな地図及び必要最低限
の屋内測位環境を整備し、実証環境を公開する。

• 民間アプリ事業者によるサービス実証を行う。
• 屋内外シームレスナビを試作し、一般ユーザに公開する。

②屋内地図の整備、更新、流通を推進する仕組み・体制の具
体化検討

• 屋内地図の整備、更新、流通体制の担い手調整や事業採
算性を整理し、立ち上げを具体的に検討する。

③多様なサービス創出のための屋内測位機器の設置指針案
の補完

• 空港・競技会場等の実証やバリアフリー情報提供等を踏ま
え、「測位環境構築ガイドライン（案）」を補完する。

④高精度地図を活用した新たなサービスの検討
• 引き続き、高精度地図・測位の活用可能性について、サー
ビスの具体化、解決すべき課題の整理等の検討を行う。

【目的】
東京駅周辺を対象に、空間情報インフラを効率的・効果的
に整備する手法や継続的に維持・更新する体制に関して検
討

【実施・検討内容】
①現行技術で可能なサービスの実証

②民間事業者による多様なサービスが生まれやすい環境
づくりの検討

③将来的に実現を目指す新たなサービスの検討

【アウトプット及び課題】
①東京駅周辺における先行的な空間情報インフラの整備

• 国土地理院の仕様案により、シームレスな地図及び屋内
測位環境を整備し、実証環境を公開した。

• 屋内外シームレスナビを試作し、一般ユーザに公開した。

②屋内地図の整備、更新、流通の仕組みの検討
• 屋内地図の整備、更新、流通体制の検討行い、その体
制に求める要件等の整理を行った。

③多様なサービス創出のための屋内測位機器の設置指針案
作成

• サービスの用途・場所の特性に応じた「測位環境構築ガ
イドライン（案）」を作成した。

④高精度地図を活用した新たなサービスの検討
• 高精度地図・測位の活用可能性について、サービスの具
体化、解決すべき課題の整理等の検討を行った。

H28年度H27年度
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①空間情報インフラの整備・活用の検討

（１）空間情報インフラの整備

・東京駅周辺、新宿駅周辺、成田空港、日産スタジアムにおける屋内地図の作成
（国土地理院で検討中の「屋内３次元地図の標準仕様案（素案）」に基づいて作成）

・測位環境の整備
（国土地理院で検討中の「位置情報基盤を構成するパブリックタグ情報共有のための標準仕様（案）」 に
基づいてビーコンに位置情報を記録し、国土地理院が管理する「パブリックタグ情報共有プラットフォー
ム」に登録）

（２）空間情報インフラを活用したサービス実証

・ナビゲーションアプリの試作、一般公開
車いす利用者等向けの案内サービス実証 等
（「歩行空間ネットワークデータ整備仕様案」及び改訂方針を参考にネットワークデータを作成）

・民間アプリ事業者によるサービス実証、アイデアソン／ハッカソン

③将来的に実現を目指す新たなサービスの検討

（１）高精度地図を共有するための仕組みに関する検討
（２）高精度地図の活用に関する検討

平成２8年度取組内容
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②空間情報インフラを継続的に維持・更新する体制の検討

（１）屋内地図の整備、更新、流通を推進する仕組み・体制の具体化
（２）屋内外シームレスな測位環境を活用した多様なサービス創出のための屋内測位機器の設

置指針等の補完



屋内外シームレス測位サービス実証実験エリア（案）①東京駅周辺

実証実験エリア（大丸有地区）基礎データ

• 就業人数 約２３万人

• 建築棟数 約１０４棟(建設予定含む)
• 事務所数 ４０００事務所
• 鉄道網 ２０路線１３駅
• 駅乗車人数 約１３９万人／日

• 空港アクセス (鉄道利用)

羽田空港約２７分 成田空港約５４分
• ホテル ９カ所 １，７２２客室

出典：大手町・丸ノ内・有楽町地区まちづくり協議会HP
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Ｈ２７年度に整備した屋内地図・
測位環境を一部修正する



屋内外シームレス測位サービス実証実験エリア（案）②成田空港
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出典：成田国際空港株式会社HP

実証実験エリア基礎データ

２０１５年度運用状況
• 旅客数 約３，８００万人
• 航空機発着回数 約２４万回

都心とのアクセス（例）
• 東京駅

鉄道 ４７～５１分
高速バス ６０分

• 新宿駅
鉄道 ５６～７６分
高速バス ８５分

出典：成田国際空港公式WEBサイト

出典：成田国際空港公式WEBサイト



屋内外シームレス測位サービス実証実験エリア（案）③新宿駅周辺

出典：新宿ターミナル協議会資料（駅名等加筆）

バスタ新宿

京王新線・都営新宿線
新宿駅

都営大江戸線
新宿駅

都営大江戸線
新宿西口駅

東京メトロ
丸の内線新宿駅

西武
新宿駅

JR新宿駅

小田急
新宿駅

京王
新宿駅

京王モール

新宿サブナード

ルミネエスト
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• 乗降客数 約３５０万人／日
• 鉄道 ６社局８駅
• 高速バス（バスタ新宿）

１１８社１，６２５便／日

新宿駅周辺における実証実験は
新宿ターミナル協議会と連携して実施

出典：新宿ターミナル協議会資料
国土交通省関東地方整備局記者発表資料

実証実験エリア基礎データ

ルミネ1・2



屋内外シームレス測位サービス実証実験エリア（案）④日産スタジアム
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実証実験エリア基礎データ

出典：日産スタジアム（新横浜公園）HP

• 国内最大の72，327席
• 複雑な階層構造

（場外1～4階、場内4～7階）

• サッカー公式試合、コンサート、
市民スポーツ大会等、年間を通
じて様々なイベントを開催

• FIFAクラブワールドカップ2016
会場（今年12月）

• ラグビーワールドカップ2019会場
• 2020年東京オリンピック会場

（サッカー）



7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
H29年度

以降

平成28年度 検討会・ＷＧスケジュール（案）

検
討
会

実証実験（一般公開）実証実験に向けた準備
（実施計画作成、実証用地図作成、
測位機器設置、アプリ試作 等）

多様なサービス創出のための
測位測位機器の設置に関する検討

「測位測位機器設置に関する
ガイドライン（案）」の補完

・検討会の設置
・実証実験Gの設置
・実証実験概要
・今後の予定 等

・実証実験実施計画
・推進検討WGの設置
・推進検討WGの検討状況
・今後の予定 等

・実証実験結果報告
・推進検討WG報告
・H29年度以降の取組 等

屋
内
外
シ
ー
ム
レ
ス
な
測
位
環
境
を
活
用
し
た

新
た
な
サ
ー
ビ
ス
の
検
討
・実
証

アイデアソン
ハッカソン

実
証
実
験
Ｇ

推
進
検
討
Ｗ
Ｇ

民間アプリ事業者によるサービス実証

事業モデル及び運営に係る課題の整理
推進体制の
活動方針
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地図素材の収集・加工等に係る課題と対応方針の検討

屋内地図に関する素材
の収集・加工等に係る

手引き（案）

WGメンバー
調整

今年度
検討方針
の提示



国土地理院「3次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な
社会実現のための技術開発」
•屋内３次元地図の標準仕様
•位置情報基盤を構成するパブリックタグ情報共有のための標準仕様

関
連
施
策

世界最先端・
最高級のおもて
なしを実現

2020年に向けたロードマップ（案）

東京駅周辺 空港、主要交通結節点（乗り換え駅）、
競技場、その他オリパラ関連施設 省庁連携による複合的な大規模実証

（多言語音声翻訳、
ロボット技術等との連携）

民間サービス創出に向けた環境づくり

屋内の電子地図を継続的
に維持・更新する体制の検討

体制の具体化検討、
立ち上げ準備

屋内測位機器設置ガイドライン
（案）の作成

実証実験等を通じた
ガイドライン（案）の補完

東京オリンピック・
パラリンピック
競技大会開催

【民間事業者主体】
•屋内地図の整備・更新・流通
サービスの開始

•民間事業者によるアプリ開発
→新たなサービス創出

平成30年度
（2018年度）

平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度）

平成27年度
（2015年度）

平成2８年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

サービスの見える化実証
※段階的に民間移行
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多言語対応
車いす対応 等

視覚障害者対応、
避難誘導支援 等

国交省総合政策局
•歩行空間ネットワーク
データ仕様の改訂

高
精
度
測
位
社
会
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト


